
病院・診療所の勤務医師数の変化  

○平成10年から平成16年において、病院勤務医師は10，583名（6．9％）、診療所勤務医師数は9，152名（10・9％）  
増加しており、増加率は診療所の方が若干高い。  

○なお、病院・診療所の合計では19，735人（8．3％）増加。【平成10年から平成16年の医師数の変化】   
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 病院勤務医師の割合の変化  
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救急医療の現状①  

救急自動車による搬送人数の増加と軽症者の割合  

救急自動車による搬送   平成8年度   平成‖年度   平成14年度   平成17年度   

全搬送人員   3，247，129   3，761，119   4，331，917   4，958，363   

軽症者の数   1，628，072   1，886，784   2，219，052   2，579，910   

軽症者の割合   50．14％   50．20％   51．20％   52．10％   

救急自動車による搬送人員のうち軽症者の割合は増加していないが、10年  
間で軽症者数は、全搬送人数の増加に伴い約95万人の増加となっている。  

搬送人員．  
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覚知時刻による搬送人員は、8～20時にかけて患者が多く、それ以降は減  

少している。   
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救急医療の現状②  

救急医療に関する施設整備の推移  

平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度   

初期救急  

（休日夜間急患センター）   
504   509   510   512   508   

初期救急  

（在宅当番医制実施地区  678   686   683   677   666   
数）  

入院を要する救急  

（施設数）   
3289   3271   3253   3228   3214   

入院を要する救急  

（輪番制地区数）   
403   403   403   411   411   

救命救急センター   160   165   165   178   189   

機能別にみた救急医療提供体制の整備状況の推移を見ると、救命救急セン  
ターは増加傾向にあるものの、他についてはほとんど横ばい状態である。  

13  
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がん対策基本法  

がん対策を総合的かつ計画的に推進  

がん予防及び早期発見の推進  

がん対策推進基本計画案の作成  

○ がん予防の推進  

○ がん検診の質の向上等  

がん医療の均てん化の促進等  

○ 専門的な知識及び技能を有する医師   

その他の医療従事者の育成  

○ 医療機関の整備等  

○ がん患者の療養生活の質の維持向上  

○ がん医療に関する情報の収集提供   

体制の整備等  

研究の推進等  

○ がんに関する研究の促進  

○ 研究成果の活用  

○ 医薬品及び医療機器の早期承認に   

資する治験の促進  

○ 臨床研究に係る環境整備   



がん対策推進基本計画  

全ての患者・家族の安心  ■●■  
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重点的に取り組むべき事項  ■  

放射線療法・化学療法の推進、   治療の初期段階からの  

これらを専門的に行う医師等の育成   緩和ケアの実施  

「放射線療法・外来化学療法」   
すべてのがん診療に携わる医師に  

緩和ケアの基本的な研修を実施  

すべての拠点病院で    を実施    ■′……妻…≡……………を′       ′を……蔓……；…夏至′   

がんの  

早期発見  
がん医療  

に関する  

相談支援・  

情報提供  受診率  

50％  

すべての   

2次医療圏に  

相談支援センター  

を設置し、研修を  
修了した相談員  

を配置   

がん登録の推進  
がんの  

予 防  院内がん登録を行う医療機関数の増加  

■  
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原則、すべての2次医療圏に拠点病院を設置し、  
医療機関の整備等  
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が ん 研 究  
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基本的施策  

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
 
 

自殺防止等に関する調査研究、情報収集・提供等  
教育・広報活動等を通じた国民理解の増進  
人材の確保・養成・資質向上  

職域、学校、地域等における心の健康保持に係る体制整備  
精神科医に受診しやすい環境整備、精神科医と他の医師との連携等の確保  
自殺の危険性が高い者の早期発見、相談など自殺発生回避のための体制整備  
自殺未遂者に対する支援  

親族等に対する支援  

民間団体の活動に対する支援  

自
殺
対
策
大
綱
 
 

自殺総合対策会議  
（関係大臣）  

自殺の概要・自殺対策の実万別犬況の年次報告   
16  



大綱 の概要  対策  自殺総合  内閣府作成  現状と基本認識  

（基本認識）  

・多くの自殺は個人の自由な意思や選択の結果ではなく、社会的要因   
を含む様々な要因が複雑に関係して、心理的に追い込まれた末の死  

・自殺者の多くは、自殺の直前にうつ病等の精神疾患に雁患  
・将来ある子どもの自殺や20代、30代のインターネット   

自殺が問題化  

リb理的、社会的負担の大きい中高年男性が自殺者   
急増の主要因  

・高齢者は、健康問題に加え、介護、看病疲れも課題   

◇   

一制度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備という社会的な取組と   
り予防が可能  

◇  

自殺予防につなげていくことが課題  家族や同僚の気づきを   

当面の重点施策  
○自殺の実態を明らかにする  

○国民一人ひとりの気づきと見守りを促す  

○早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する  

○心の健康づくりを進める  

○適切な精神科医療を受けられるようにする  

○社会的な取組で自殺を防ぐ  

○自殺未遂者の再度の自殺を防ぐ  

○遺された人の苦痛を和らげる  

○平成28年までに、自殺率を20％以上減少  
○なお、一人でも多くの自殺を考えている人を救うため、早期の   

目標達成に努力  

○目標達成の場合、見直し期間にかかわらず数値目標を見直す  

推進体制等  
○国、地方それぞれに関係行政機関、民間団体等相互の緊密  
な連携・協力  

○評価見直しへの民間有識者の関与  

05年後を目途に見直し   

d  



≡   
厚生労働大臣 柳揮 伯夫 殿  

平成19年1月31日  

中央社会保険医療協議会  

会長  土田 武史  

建 議 書   

当協議会においては、昨年4月の平成18年度診療報酬改定実施以後、看護の  

問題に関して、経過措置の在り方などを慎重に検討してきた。特に同改定におい  

て導入した「7対1入院基本料」については、急性期入院医療の実態に即した看  

護配置を適切に評価する目的で導入したものであるが、制度導入後、短期間に数  

多くの届出が行われるとともに、一部の大病院が平成19年度新卒者を大量に採  

用しようとしたことにより、地域医療に深刻な影響を与える懸念が示されてきた。  

このような状況を踏まえ、当協議会においては、昨年11月29日の第95回総  

会以降、この間題について取り上げ、実情の把握に努めるとともに、対応につい  

て審議を重ねてきたところである。   

その結果、今春に向け国立大学病院等を中心として積極的な採用活動が行われ  

ていることが明らかとなった。しかし、一方で、今回の診療報酬改定の趣旨に必  

ずしも合致しているか疑問なしとしない病院においても7対・1入院基本料の届出  

が行われているとの指摘がなされているところである。看護職員という貴重な医  

療資源が限られていることを考慮すると、このような状況に対して、当協議会と  

しては深い憂慮を示さざるを得ない。   

これを踏まえ、7対1入院基本料の取扱いについて今般結論を得るに至ったの  

で、社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第2条第1項の規定に基  

づき、下記のとおり建議する。   

なお、各保険医療機関におかれては、看護職員の募集・採用に当たって、地域  

医療の実情に配意し、節度を持って行われるよう、強く期待したい。  

記   



1看護職員の配置数等を満たした病院について届出を認めるという現行の7対  

1入院基本料の基準を見直し、急性期等手厚い看護が必要な入院患者が多い病   

院等に限って届出が可能となるようなものとすること。  

2 手厚い看護を必要とする患者の判定方法等に関する基準の在り方について、   

必要な研究に早急に着手し、その結果を踏まえて、平成20年度の診療報酬改   

定において対応すること。  

3 看護職員確保に関する各般の施策について、積極的に取り組むこと。   



7：1入院基本料届出医療機関数（病床数）の推移  

平成19年5月1日現在の7対1入院基本料の届出状況について調査した。  

注1：平成18年5月1日現在の届出病床総数に占める割合  

注2：平成19年5月1日現在の届出病床総数に占める割合  

※速報値につき、後日変更があり得るものである。  
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